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会員の声 （郡市等医師会から）

兼業農家（医師）
 井原医師会副会長　長　尾　知　之

　ここ数年、自宅裏の１反ほどの田んぼでソバを栽培していました。
　昨年の西日本豪雨で少し高くなっているあぜに止めておいたトラクターが完全に水没してしま
いました。ハザードマップを確認すると、自院が０～ 50センチメートルまで水没地域、裏の田ん
ぼは２～５メートルの水没地域でした。耕している田んぼは、西から東に走る小田川の土手に面
し、水田の水張りの順番が最後の一番低い場所にあります。周辺の水が小田川に流れていかず、
トラクターが水没していくのを自宅から悲しく見ていました。
　水が退いた後、農機具屋さんにお願いして泥々のトラクターを見てもらいました。一度はエン
ジンが「ブオーン」と掛かりましたが、後は動きませんでした。そして、「諦めなさい」と言わ
れてしまいました。
　素人作業でバッテリーを充電し直し、燃料タンクの水抜きなど手をかけましたが復活しません
でした。トラクターの構造に詳しくなりましたが、さすがにエンジンを分解するまではいきませ
んでした。
　このときに、罹災証明書を申請して頂戴した職業名が「兼業農家（医師）」でした。
　今の時期は周囲の農家の人が、自分の田んぼに面した土手の草刈りを済ませ、田んぼに水を入
れ、代かきを進めています。昨年は農業は手つかずでしたが、今年は小田川の土手（長さ約30メー
トル×高さ３メートル）と周辺のあぜ道の草刈りに精を出しています。体力的に２～３時間しか
持たないし、翌日の関節穿刺で手が震えて困るので数日に分けて分割作業をしています。
　公道を格好良く走っているナンバープレートを付けたトラクター、田んぼで代かきをしている
トラクターの大きさ・屋根の有無・大きさが気になる様になっています。
　小林旭の燃える男の赤いトラクターでも、長澤まさみの踊っているトラクターでも、旧財閥系
の会社のトラクターでも中古の掘り出し物を探しています。どなたか10 ～ 20馬力の乗用タイプ
のトラクターにお心当たりはありませんでしょうか。今までの愛車（借り物）は16馬力２輪駆動
でよく働いてくれていました。
　ソバの種植えは８月の中旬以降に行います。それまでにはトラクターを手に入れて田んぼのす
き込み・畝立てを行いたいと思っています。全てが上手くいくと年末に自家製のそばで年越しが
できる見込みです。あくまで兼業なので甘い見積もりです。
　昨日、本業の方で突然CRが立ち上がらなくなりXP撮影ができなくなりました。メンテナンス
に連絡を取り、半日で復旧していただきました。主業と副業とでは復旧に大きな差がありました。
失敗できない本業には支出をケチってはいけない、楽しみで行う仕事は時間をかけて雑でよいと
再確認しました。当分兼業農家（医師）を継続していきます。
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津山市の三つの課題への取り組み

 津山市医師会　市場　　隆

　市民が住み慣れた地域でその人らしい生活を人生の最期まで続けることができる地域包括
ケアシステムの構築にあたり、住民、特に高齢者が抱えるであろう三つの大きな不安がある。
　一つは、「入院が必要な病気になっても不安のない入院生活を送れ、退院後もまた安心し
て暮らせるだろうか」、二つめは、「自分または配偶者が認知症となっても、今までと同じよ
うに生活を続けることができるだろうか」、そしてもう一つは、「最期は自分が望む逝き方が
できるであろうか」である。津山市医師会は市と協力して、これらの課題に取り組んでいる。
⑴　入院が必要となったとき
　 　入退院支援ルールに則り在宅と医療機関との連携を行っている。本人・家族の意向・思
いやこれまでの暮らしぶりを入院時情報提供シートでケアマネージャーが入院先に提出
し、入院先は在宅介護関係者と数回のカンファレンスを持ちつつ退院後の在宅生活や施設
入所が円滑に進むよう支援を入院初期より開始する。これにより支援対象者は退院後も安
心して在宅に復帰できるというものである。津山市はこの独自の入退院支援ルールが介護
支援事業者では73%、施設では29%、医療機関では89%の活用率をみており、時世の変化
とともに修正を加えつつ更なる統一化を図っている。また退院後、在宅で適切な医療介護
サービスを迅速に提供できる体制をとるため、社会資源を詳細に調査し、受け入れ可能対
象者、利用可能なサービス内容、往診可能地域、緊急対応の可否等、利便性の高い社会資
源情報を市のホームページに随時更新を加えながら掲載をしている。
⑵　認知症になったとき
　 　認知症初期集中支援チームとみまさか認知症疾患医療センターとの協力で津山市独自の
認知症ケアパスを作成した。家族が認知症になったときの相談方法や対処法について広く
知ってもらうべく、公共機関、医療機関、介護支援事業所等に配布し、多くの住民が目に
できるようにしている。また、徘徊模擬訓練や認知症サポーター養成講座等、認知症見守
りシステムの構築を図り、若年者認知症においても認知症本人による講演会など市民の理
解を深める支援事業を行っている。さらに認知症になってもその方の意思を尊重しつつ最
良の医療介護行為が施せることをめざし、医師・看護師・ケアマネージャー・地域包括支
援センター職員・保健所職員等を対象にした臨床倫理研修会を年３回行っている。
⑶　最期を迎えるとき
　 　ACPに関するリーフレットの作成や市民フォーラムにより住民へのACPの啓発を行い、
また、施設例や居宅例での看取りをテーマに多職種連携研修会を開催し、医療介護従事者
が住民にとって最良の終末期とは何かを考える機会を設けている。
　 　これらを通じて、現在、医療従事者・介護従事者・行政・住民のそれぞれの思いの隔た
りは少しずつ埋められつつあるように感じている。
　この三つの不安が安心にかわるとき、当市の地域包括ケアシステムは一歩前進すると信じ
ている。
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